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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第87期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第86期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 4,363,2834,415,82125,564,765

経常利益又は経常損失（△）（千円） △563,006△432,536 648,593

当期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △392,485△342,767 396,204

純資産額（千円） 7,543,1088,112,1248,469,942

総資産額（千円） 16,354,67417,269,29019,070,336

１株当たり純資産額（円） 437.32 467.01 492.02

１株当たり当期純利益又は１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）
△26.74 △23.35 26.99

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 39.2 39.7 37.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,723,876900,4402,470,911

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△154,801 7,123△1,448,798

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△207,519△364,203△76,087

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 3,680,6573,807,9443,264,913

従業員数（人） 1,124 1,114 1,107

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第86期は潜在株式が存在していないため、第86期

第１四半期連結累計（会計）期間及び第87期第１四半期連結累計（会計）期間は１株当たり四半期純損失

を計上しており、また潜在株式が存在していないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,114    

 

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 429     
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）　

前年同四半期比（％）

情報通信機器製造販売（千円） 1,444,441 －

ネットワーク工事保守（千円） － －

合計（千円） 1,444,441 －

　（注）１．上記生産実績は、製造会社における生産実績を販売価格により表示しております。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

情報通信機器製造販売 3,298,432 － 5,581,225 －

ネットワーク工事保守 3,717,346 － 4,614,432 －

合計 7,015,779 － 10,195,658 －

　（注）　金額には消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）　

前年同四半期比（％）

情報通信機器製造販売（千円） 1,315,311 －

ネットワーク工事保守（千円） 3,100,509 －

合計（千円） 4,415,821 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

３．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）
ＫＤＤＩ株式会社 975,047 22.4 821,857 18.6
東京電力株式会社 514,270 11.8 516,615 11.7
株式会社ＪＣＮ関東 220,767 5.1 492,512 11.2

ＴＥＰＣＯ光ネットワークエンジ
ニアリング株式会社

646,764 14.8 448,698 10.2

三菱電機株式会社 499,200 11.4 219,897 5.0
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(4) 売上にかかる季節的変動について

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、事業の関係から、通信機器、工事保守の完成引渡しが第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期から第３四半期における各連結会計期間の売上高に比べ、第４四半期連結

会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結会計期間の日本経済は、欧州各国の財政問題等による今後の株安・円高の進行状況によっては、

回復基調にある景気の下方圧力となることが懸念され、引き続き目が離せない状況が続いております。

　このような事業環境を受けて、当第１四半期連結会計期間の売上高につきましては、ネットワーク工事保守が増加

したため、前年同期より1.2％増の44億15百万円となりました。

　損益につきましては、営業損益は４億46百万円の損失（前年同期比１億31百万円の損失減）、経常損益は４億32百

万円の損失（同１億30百万円の損失減）、四半期純損益は３億42百万円の損失（同49百万円の損失減）となりまし

た。

　以下、セグメントの概況をご報告いたします。

〔情報通信機器製造販売〕

　監視機器が堅調に推移いたしましたが、光伝送機器が前年同期に比べ減少したため、売上高は13億15百万円とな

り、営業損益につきましては、２億10百万円の損失となりました。

〔ネットワーク工事保守〕

　通信線路工事や通信機器工事が前年同期に比べ減少いたしましたが、ＣＡＴＶや業務用無線システムの工事が増

加したため、売上高は31億円となり、営業損益につきましては、２億38百万円の損失となりました。

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

（資　産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ18億１百万円減少した172億69百

万円となりました。これは主に、現金及び預金が８億43百万円、仕掛品が９億64百万円増加したものの、受取手形

及び売掛金が33億97百万円、投資有価証券が２億28百万円減少したことによります。

（負　債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ14億43百万円減少した91億57百

万円となりました。これは主に、短期借入金の３億40百万円の減少と、未払金が５億38百万円、賞与引当金が５億

88百万円減少したことによります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ３億57百万円減少した81億12

百万円となりました。これは主に、四半期純損失３億42百万円の計上によります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ５

億43百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には38億７百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失、賞与引

当金の減少、たな卸資産の増加などにより減少したものの、売上債権の減少などにより、９億円の資金の増加(前

年同四半期は17億23百万円の資金の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金預入による支出３億円が

あったものの、投資有価証券の売却による収入３億53百万円などにより、７百万円の資金の増加（前年同四半期

は１億54百万円の資金の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済などにより、３億

64百万円の資金の減少（前年同四半期は２億７百万円の資金の減少）となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費の金額は、49百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループは電力会社、官公庁及び大手メーカー等の顧客へ、製品あるいは工事等のサービスを長年に亘って提

供してまいりました。工事関連の事業につきましては、電力会社及びその関連会社へのサービス提供が主であり、規

模としては底堅く当社グループの業績を下支えしております。また、製品の提供は受注生産を主としており、顧客の

個別要求仕様に対応し、当社グループが保有する品質、機能、性能、価格等を提供することにより、顧客の信頼を得て

きたと認識しております。引き続き、これら顧客との関係を強化し、顧客ニーズの的確な把握と提案活動を進めて収

益力の向上を図りたいと考えております。

　当社グループのおかれた事業環境は、エネルギーと通信の融合等“環境保全（エコ）”をキーワードにした新規

投資や、また、ユビキタス、安心・安全社会に向けての情報活用といった観点から、情報ネットワークの高度化、通信

インフラ整備関連など中期的には事業拡大機会があります。一方、日本経済は全般的には最悪期を脱し回復基調に

あると言われていますが、欧州各国の財政問題等による景気下振れリスクなどの混乱要因は依然くすぶり続けてお

り、また、例年当社グループは、電力会社、官公庁向け等の事業の関係から第４四半期において通期の利益目標を実

現する経営形態となっていることからも、これら市場環境変化へ的確に対応していくことが収益確保の重要な要素

と考えております。

　販売力の強化・充実を図りつつ、品質並びに生産性の一層の向上とコストダウンによる安定的な収益基盤の再構

築に向けた活動を進めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありません。

EDINET提出書類

大井電気株式会社(E01859)

四半期報告書

 7/25



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,800,000

計 54,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,700,000 14,700,000
大阪証券取引所
（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株式数
1,000株　

計 14,700,000 14,700,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日
～　

平成22年６月30日　
－ 14,700,000 － 2,708,389 － 1,442,759

 

(6) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

EDINET提出書類

大井電気株式会社(E01859)

四半期報告書

 8/25



(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載としており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 22,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 14,649,000 14,649 －

単元未満株式 普通株式　　　 29,000 － －

発行済株式総数 14,700,000 － －

総株主の議決権 － 14,649 －

 

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大井電気株式会社
神奈川県横浜市港北区

菊名７丁目３－16
22,000 － 22,000 0.15

計 － 22,000 － 22,000 0.15

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 273 259 207

最低（円） 133 167 170

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場の公表のものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

　該当事項はありません。　

(2) 退任役員

　該当事項はありません。　

(3) 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 技術・生産統括 常務取締役 水沢製作所長 手島　邦夫 平成22年７月１日

常務取締役
販売統括兼営業統

括
常務取締役 営業統括 山田　義明 平成22年７月１日

取締役 水沢製作所長 取締役 水沢製作所長付 加藤　雅敏 平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,917,944 4,074,913

受取手形及び売掛金 2,854,644 6,252,065

商品及び製品 249,766 206,480

仕掛品 ※3
 2,130,572

※3
 1,166,185

原材料及び貯蔵品 328,914 241,530

その他 730,272 804,635

貸倒引当金 △9,999 △22,615

流動資産合計 11,202,116 12,723,194

固定資産

有形固定資産

土地 2,580,518 2,580,518

その他（純額） ※1
 1,478,806

※1
 1,518,957

有形固定資産合計 4,059,325 4,099,475

無形固定資産 479,314 487,178

投資その他の資産

その他 1,582,727 1,812,207

貸倒引当金 △54,193 △51,720

投資その他の資産合計 1,528,534 1,760,487

固定資産合計 6,067,173 6,347,141

資産合計 17,269,290 19,070,336
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,086,959 2,161,814

短期借入金 320,000 660,000

1年内返済予定の長期借入金 66,400 66,400

未払法人税等 21,479 36,043

未払消費税等 40,100 116,424

賞与引当金 365,174 954,023

工事損失引当金 ※3
 19,000

※3
 19,000

その他 1,492,204 1,923,627

流動負債合計 4,411,319 5,937,333

固定負債

長期借入金 100,400 117,000

退職給付引当金 4,364,888 4,311,145

役員退職慰労引当金 89,133 117,786

資産除去債務 85,613 －

その他 105,810 117,127

固定負債合計 4,745,846 4,663,060

負債合計 9,157,165 10,600,393

純資産の部

株主資本

資本金 2,708,389 2,708,389

資本剰余金 1,442,759 1,442,759

利益剰余金 2,645,258 2,988,025

自己株式 △4,110 △4,110

株主資本合計 6,792,297 7,135,064

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 62,410 86,713

評価・換算差額等合計 62,410 86,713

少数株主持分 1,257,416 1,248,165

純資産合計 8,112,124 8,469,942

負債純資産合計 17,269,290 19,070,336
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 4,363,283 ※1
 4,415,821

売上原価 4,038,673 3,925,334

売上総利益 324,610 490,486

販売費及び一般管理費 ※2
 902,514

※2
 936,976

営業損失（△） △577,904 △446,489

営業外収益

受取利息 119 706

受取配当金 2,599 3,142

受取賃貸料 13,380 13,629

貸倒引当金戻入額 13,078 10,142

その他 4,004 6,645

営業外収益合計 33,182 34,267

営業外費用

支払利息 3,422 3,645

退職給付会計基準変更時差異の処理額 13,808 13,808

その他 1,053 2,860

営業外費用合計 18,284 20,314

経常損失（△） △563,006 △432,536

特別利益

投資有価証券売却益 － 153,680

特別利益合計 － 153,680

特別損失

減損損失 12,593 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 85,613

特別損失合計 12,593 85,613

税金等調整前四半期純損失（△） △575,600 △364,470

法人税等 △134,597 △36,166

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △328,303

少数株主利益又は少数株主損失（△） △48,516 14,463

四半期純損失（△） △392,485 △342,767
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △575,600 △364,470

減価償却費 78,062 100,671

減損損失 12,593 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 85,613

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,078 △10,142

賞与引当金の増減額（△は減少） △202,569 △588,848

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,334 53,743

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △52,950 △28,653

工事損失引当金の増減額（△は減少） △40,000 －

受取利息及び受取配当金 △2,718 △3,849

支払利息 3,422 3,645

投資有価証券売却損益（△は益） － △153,680

売上債権の増減額（△は増加） 3,777,125 3,366,153

たな卸資産の増減額（△は増加） △830,915 △1,095,057

その他の資産の増減額（△は増加） 19,823 191,977

仕入債務の増減額（△は減少） 4,414 △109,161

未払消費税等の増減額（△は減少） △39,706 △77,755

その他の負債の増減額（△は減少） △371,430 △450,217

その他 282 2,438

小計 1,764,419 922,406

利息及び配当金の受取額 2,701 3,824

利息の支払額 △3,184 △3,645

法人税等の支払額 △40,060 △22,144

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,723,876 900,440

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △300,000

有形固定資産の取得による支出 △37,595 △33,637

無形固定資産の取得による支出 △112,099 △11,632

投資有価証券の取得による支出 △1,046 △1,224

投資有価証券の売却による収入 － 353,680

貸付けによる支出 △4,950 －

貸付金の回収による収入 726 471

その他 164 △533

投資活動によるキャッシュ・フロー △154,801 7,123

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △340,000

リース債務の返済による支出 △3,937 △4,021

長期借入金の返済による支出 － △16,600

少数株主への配当金の支払額 △3,582 △3,582

財務活動によるキャッシュ・フロー △207,519 △364,203

現金及び現金同等物に係る換算差額 △160 △329

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,361,395 543,031

現金及び現金同等物の期首残高 2,319,261 3,264,913

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,680,657

※
 3,807,944
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これにより、税金等調整前四半期純損失は85,613千円増加しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は85,613千円であ

ります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第１四半期連結累計期間において投資活動によるキャッシュ・フローに区分掲記しておりました「短期貸付けによ

る支出」、「長期貸付金の回収による収入」は、重要性がなくなったため、当第１四半期連結累計期間より、それぞれ「貸

付けによる支出」及び「貸付金の回収による収入」として表示しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間における「貸付金の回収による収入」のうち短期貸付金の回収によるものが236千円、

長期貸付金の回収によるものが235千円含まれております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出す

る方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産の減価償却費は、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分する方法により算定しております。

４．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 6,563,274千円  6,527,666千円

　２．偶発債務 　２．偶発債務

　金融機関からの借入金について、次のとおり債務保証

を行っております。

　金融機関からの借入金について、次のとおり債務保証

を行っております。

（被保証先）   

従業員 6,066千円

（被保証先）   

従業員 7,472千円

※３．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。

※３．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品

19,000千円であります。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品

19,000千円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　１．　　　　　　 ――――――― ※１．当社グループの売上高は、事業の関係から、通信機

器、工事保守の完成引渡しが第４四半期連結会計期

間に集中しているため、第１四半期連結会計期間か

ら第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、

第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなる

といった季節的変動があります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次

のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次

のとおりであります。

受注活動費 58,768千円

給与手当・賞与 280,194 

退職給付費用 44,730 

役員退職慰労引当金繰入額 5,264 

賞与引当金繰入額 55,645 

研究開発費 36,969 

保証修理費 49,821 

受注活動費 56,918千円

給与手当・賞与 283,135 

退職給付費用 50,136 

役員退職慰労引当金繰入額 5,726 

賞与引当金繰入額 64,500 

研究開発費 49,642 

保証修理費 47,974 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

（千円） （千円）

現金及び預金勘定 3,690,657

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 3,680,657

 

現金及び預金勘定 4,917,944

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,110,000

現金及び現金同等物 3,807,944

 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,700,000株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 22,219株　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
情報通信機
器（千円）

移動体通信
機器
（千円）

計測器
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 4,297,85321,619 43,8104,363,283 － 4,363,283

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 1,670 5,816 7,487 (7,487) －

計 4,297,85323,290 49,6274,370,771(7,487)4,363,283

営業損失（△） △554,729△3,834△12,539△571,102(6,802)△577,904

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は製品の市場類似性及び内部管理上の損益集計区分に照らし総合的に系列化し区分しております。

２．各事業の主要な製品

事業区分 主要製品

情報通信機器
ＩＰ関連コンバータ、デジタルコンバータ、多重化装置、搬送機器、画像伝送装

置、監視制御装置、テレメタリング関連機器　　

移動体通信機器 双方向通話装置、構内用ポケットベルシステム

計測器
ＩＳＤＮ関連計測器、ＬＡＮ関連計測器、電話・ファクシミリ用計測器、伝送特

性用計測器、無線関連計測器

 

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）における本邦以外の国又は地域に

所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）における海外売上高は、連結売上高

の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、情報通信機器の製造販売及びネットワークの工事保守を主な事業内容としており、当社及

び当社の連結子会社がそれぞれ独立した経営単位として、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、連結会社を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「情報通信

機器製造販売」及び「ネットワーク工事保守」の２つを報告セグメントとしております。

　「情報通信機器製造販売」は、主に光伝送システム、セキュリティ・監視システム、リモート計測・センシ

ングシステム、無線応用システムの関連機器を製造販売しております。「ネットワーク工事保守」は、主に通

信設備、光ネットワーク、ＣＡＴＶ等の工事及び保守を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

　 （単位：千円）

 
　報告セグメント　

合計情報通信機器
製造販売

ネットワーク
工事保守

売上高    

外部顧客への売上高 1,315,311 3,100,509　 4,415,821　

セグメント間の内部売上高又は振替高 140,864　 39,204　 180,068　

計 1,456,176　 3,139,713　 4,595,889　

セグメント損失（△） △210,149　 △238,601　 △448,750　

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

　 （単位：千円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 △448,750 　

セグメント間取引消去 2,261 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △446,489 

　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　受取手形及び売掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。　

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 受取手形及び売掛金 2,854,644 2,854,644 －

　
（注） 金融商品の時価の算定方法

(1) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　事業の運営において重要なものとなっておらず、かつ、前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められない

ため、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　事業の運営において重要なものとなっておらず、かつ、前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められない

ため、該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 467.01円 １株当たり純資産額 492.02円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △26.74円 １株当たり四半期純損失金額（△） △23.35円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（△）（千円） △392,485 △342,767

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △392,485 △342,767

期中平均株式数（千株） 14,677 14,677

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められないため、該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

大井電気株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 麻生　和孝　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神尾　忠彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　恭治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大井電気株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大井電気株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

大井電気株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 麻生　和孝　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　恭治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原賀　恒一郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大井電気株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大井電気株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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